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○要 旨 

 

本調査委員会は、現在、日本各地で顕在化し、今後さらに大きな問題に発展する可能性

の高い『金融的弱者』を対象とした新たな非営利金融システムを築くための政策提案を目

的として、現状の調査及び論点の整理等の取組みを行った。 

 

その結果として本報告書を作成し、第１章（Ⅰ）では、わが国が社会構造の変化によっ

て地域社会の基軸となる様々なサービスが衰退している現状、それに対応すべき政府、企

業、市民セクターが直面している課題、その中でＮＰＯなどの市民が担う非営利事業の台

頭、について記した。本報告書では『金融的弱者』を、「社会状況の悪化に伴って必要な金

融サービスを受けることができず、生活困窮の負の連鎖から脱出できない存在」、として定

義する。その対象は、個人だけではなく非営利事業も含む。『金融的弱者』の増大は、単に

個人の経済的問題としてだけではなく、地域社会の活力の低下、相互の信頼感の欠如、安

心・安全社会の崩壊、未来の展望の喪失等にもつながる。問題を解決するためには、新た

な金融の仕組みとして、「非営利金融機能」を社会の中に組み込む必要があることを指摘し

た。 

 

第２章（Ⅱ）では、既存の金融業態である営利金融機関、協同組織金融機関、公的金融

機関の３つの機関について、地域金融の視点から分析した。その結果、既存の金融業態だ

けでは、『金融的弱者』問題を解決していくことは困難であることを浮き彫りにした。 

 

第３章（Ⅲ）では、『金融的弱者』への融資の現状を分析した後、非営利金融機関を持

続可能なしくみにするためには、既存の金融機関とは異なり、経済的利益を追求しない

「non-profit 型の非営利金融機関」が必要であることを示した。同時に、既存の地域金融

機関を、『金融的弱者』対応を含む地域の営利・非営利両面のニーズに対応できるようにす

るためには、営利の金融機関にも「non-profit の金融機能」を組み込むような、制度的裏

づけの導入が有効であることを示した。 

 

第４章（Ⅳ）では、第２章（Ⅱ）で取り上げた既存の金融機関とは別の第４の機関とし

ての「市民金融」を取り上げる。1990 年代から、日本各地で自然発生的に生まれて、活動

している多様な「市民設立による非営利金融」を紹介するとともに、現行法がこれらの市

民による非営利金融活動の存在を想定していないため、現実に起きている法的な課題への

問題提起を行った。 

 

第５章（Ⅴ）では、米英で先駆的に取り組まれている非営利金融機能としてのＣＤＦＩ

（地域開発金融機関）制度や、そうしたＣＤＦＩを支える公的助成ファンド、非営利金融

機関への税制優遇の仕組み、非営利金融機能を包括的に担保するＣＲＡ法（地域再投資法）

等を紹介する。その中から、日本社会にふさわしい政策対応措置の可能性を推察した。 

 

 

結論として、私たちは「non-profit 金融機能」を今後の日本社会に早急に位置づけるこ
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とが必要であると考える。そのためには、以下の政策の検討を行なうべきである。 

●「non-profit 金融機能」を社会的機能として位置づける枠組みの構築 

１．「non-profit 金融機能」を担保する政策  
２．「non-profit 金融機能」を支える公的助成ファンドの設立  
３．非営利の市民金融機関を設立し易くする法整備  
４．減税等による非営利金融への民間資本の誘導  
５．人材育成支援 

 

 

● 日本版ＣＲＡ法の検討 

 

 

 

 

この提案の実現により、地域社会とそこで暮らす市民自らが、持続可能性のある金融機

関としてセーフティネットを創出し、可能な限り『金融的弱者』が存在しない社会状況が

作られることを期待するものである。 
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Ⅰ 社会の変容と金融的弱者の発生、地域社会を支える基盤作り 

 

１．地域社会における構造変化と、社会的事業の役割 

日本の総人口は 2005 年に 1 億 2776 万人となった。前年 2004 年より 2 万 2000 人減少し、

人口減少時代に入った。その中で、65 歳以上の高齢者は全体の 20.2％を占め、高齢化率で

は世界のトップをいく。一方、15 歳未満の子ども世代の割合は 13.8％で世界最低である。 

少子・高齢化問題だけではない。20 世紀後半からの世界的な温暖化問題、2008 年に顕

在化した世界同時不況の影響等の余波を受け、日本経済そのものの弱体化が顕著である。

国内的には派遣問題に象徴される新しい格差問題が、社会基盤の制度疲労として起きてい

る。生活をする上での基本的なセーフティネットそのものも揺らいでいる。 

中央と地域の関係も、東京への人口一極集中や、グローバリゼーションにより、資金の

流れが、東京中心、あるいはグローバル投資への偏在化が加速している。65 歳以上の高齢

者の割合が 50％を超える集落の数は全国で 8000 近くに増えている。都市部でも老朽団地

に取り残される高齢者と、偏在が加速するマネーの流れの対照的な動きが、日本社会の疲

弊を象徴し、未来への不安要素を高めている。 

このように、大きな構造変化に対応する社会の基盤に関する整備と修正は、本来、政府

の施策によって解決されるべき性質のものである。しかし、わが国政府は、2009 年 4 月現

在で、地方を含む日本全体の債務残高が 788 兆円、借入金も含めた債務残高は 1082 兆円に

まで膨れ上がる。ＧＤＰの 1.7 倍となり、先進諸国では最悪の財政赤字となる。 

地域社会での社会的サービスは、一部営利セクターによっても行われてはいるが、基本

的に営利事業者は「利益を出す」ことが目的であることから、収益が確保される社会的サ

ービスに事業は限定される。 

 

一方、近年、このような地域社会における多様な課題に対して、地域で生活をする市民

自らが事業を行って、問題の解決を目指そうという特定非営利活動法人（以下、ＮＰＯ）

などの動きが活発に行われている。ＮＰＯ法人の数は 2009 年 4 月で 3 万 8 千に上る。しか

し、現在のところ、多くのＮＰＯは、規模的にも、内容的にも、社会的サービスの提供主

体として十分なレベルに育っていない。その背景には、ＮＰＯの事業経営に関する人材、

ノウハウなどの蓄積の不足とともに、事業に必要な資金が十分に得られないという課題が

ある。 

非営利活動も、一定規模の事業を行なう場合には、運転資金、設備資金などの一定の資

金が必要となる。ＮＰＯなどの場合、出資による資金調達ができないこと、また多くの場

合、非営利という事業の特性から収益性が高くないために、営利の銀行等からの融資が受

けられないなどの阻害要因が存在する。 

最近のもう一つの変化は、バブル崩壊以後の経緯の中で、市民の間から、自分たちの預

貯金を地域社会のために投融資する金融機関を選ぼうという動きが出はじめたことである。

自らが預ける｢お金の行く先｣を意識した行動だ。預貯金金利の高さという経済的リターン

だけで金融機関を選んできた従来の個人の姿勢が、自分のお金が社会的リターン、環境リ

ターン等を生み出すことを見据えて、金融機関を選ぶ方向にシフトしつつあるともいえよ

う。中には、武器製造や、グロ－バルな環境破壊にくみする巨大企業への融資を忌避する

動きもある。 

行き過ぎたグローバル化による地域経済の疲弊と生活基盤の崩壊を、普通の市民が気づ
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き、それに対して、小さいが自らの意志をお金に込めて、金融機関を動かそうとしている

わけだ。それは、提供した自らの資金に伴って、市民が資金の使途に対する発言権を意識

し、さらには資金の回収の可能性にも目を配るものである。その意味で、従来の寄付とも

異なる市民による新しい形の金融活動といえよう。 

ただ、こうした市民の意志を受けて金融を仲介する機関も仕組みも、現時点では、不完

全であり、一部ではミスマッチも生じている。こうした自然発生的な金融への新しい動き

は、地域社会そのものを活性化し、未来に向けて豊かさを高める可能性を秘めていること

は間違いない。従って、個人の善意の行動に留めるのではなく、公共・公益性を前提とし

た政策面でのインセンティブを加えて、大きな社会的な流れに育てる必要がある。そのこ

とが、個人の心の豊かさにもつながり、地域社会のセーフティネットの信頼度を高めるこ

とにもつながると考えられる。 

 

 

２．コミュニティの弱体化と、新たな『金融的弱者』を支えるための金融制度 

日本のコミュニティの変化は急速で、急激である。これまでの日本社会では、各地に町

内会や集落を中心としたコミュニティが存在した。日本の伝統的コミュニティの評価には

様々な論点があるが、本報告書の論点に限ると、そこでは相互の助け合いや学び合いが育

まれ、個人や家族の枠を超えた信頼関係と支援・協力の交流が保たれてきたといえる。 

しかし、そうした伝統的なコミュニティは、地方、都市部を問わず、少子高齢化、産業

の空洞化による雇用機会の喪失、サラリーマンの長時間労働、男女・年齢・人種等の各種

差別、個人を疎外する偏った教育・評価制度の蔓延等によって、維持が困難になっている。 

その結果、地方でも都市においても「人の孤立」が進み、育児放棄、孤独死、老老介護、

若年自殺など、様々な社会的問題が発生している。だれもが当たり前だと思ってきた「生

活基盤に関わるサービス」を受けることが困難になりつつある。これは言い換えれば、新

たな「格差社会」と「社会的弱者」が発生しつつあるということでもある。 

 

その一方で、自らの参画による「まちづくり」、「福祉サービスの提供」、「環境問題への

取組み」など様々なテーマ性のある新しいタイプのコミュニティが、ＮＰＯやボランティ

アなどの活動という形で、各地で自然発生的に生まれている。中には、地域コミュニティ

自身も、行政も、提供を放棄してしまった、きめ細かい地域内サービスや、生活の相互扶

助の提供を目的とする団体も多い。これをボランティアではなく、また営利事業でもない、

「非営利事業」として位置づけることができる。 

実際に、ホームレスの支援を生活保護費や寄付などで行なうＮＰＯや、限界集落の地域

で自然エネルギーをもとに「まちづくり」を行なうＮＰＯ、また多重債務者へ融資を行な

うとともに生活再建のお手伝いをするＮＰＯ、老老介護の世帯を支援するＮＰＯなど、身

近な社会課題に市民による非営利事業を提供する非営利組織は、地域の中に多数、存在す

る。 

収益を求めることを第一義としない非営利事業者は、社会的な弱者をサービスの対象と

し、その活動資金や支援を市民からの寄付やボランティア活動などで受けていることや、

事業収益の一部を公的資金から得ていることが多いのが特徴である。 

ただ、こうした非営利事業は、経済的リターンを生み出して持続することは容易ではな

い。その結果、このような事業体には事業を遂行するに足る人材が十分に集まらず、従っ
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て、活動のミッションと実態が乖離することも起きがちである。非営利事業の有益性を考

える時、こうした事業を定着させ、事業を担う人材の活動に見合った成果を供給していく

ためには、何らかの新たな枠組みの構築が必要になる。 

その答えの一つが非営利金融事業である。コミュニティが疲弊していても、金銭的に余

裕のある人は、個別に社会的サービスの供給を受けることができる。高齢者の場合も優良

老人ホームへの入居も可能だ。しかし、金銭的に余裕のない高齢者はそうしたサービスを

受けることができない。といって公共サービスは常に供給不足であり、機械的ですらある。

『金融的弱者』は老後も格差の中で、すべなく立ち尽くさざるを得ないのだ。 

ここで、『金融的弱者』とは、生活や自らの事業運営に際して、金融機関から融資等の

一般的な金融サービスを受けることを事実上、拒否されたり、避けられたりする主体を指

す。その場合、対象は個人だけではなく、ＮＰＯや小規模事業者なども含む。 

例えばイギリス等での『金融的弱者』とは、金融サービスを受ける以前に銀行口座が持

てない等の個人を指す。この問題は、多重債務者やホームレスが増加している日本社会で

も増えていくことが想像できる。またシングルマザーの家庭や、派遣労働者など、定期的

な収入のない個人に対して、既存の金融機関が住宅ローンなどを提供しない例は少なくな

い。銀行から融資を断られた人々は、金利の高い貸金業者から借り入れを行なうことにな

り、非常な苦労を強いられている。まさに『金融的弱者』である。このように個人等が金

融から疎外されるケースは、戦後の復興期にも、高度成長期にも、バブル崩壊後も、起き

ている。特徴的なのは、そうした事例が近年ますます増大し、各地で拡大しつつあること

だ。 

こうした問題を解決するには、金融機能を非営利の事業として提供する活動を制度的に

普及させることが一つの答えになるのではないか。すでに、そうした活動は市民の手によ

って自然発生的に各地で起きているが、そうした市民の意志を汲み取って、さらに大きな

活動に発展させるためには、政策面での手当てが求められる。市場原理に任せるだけの政

策ではなく、知恵を絞り、法制度や税制、金融行政等を駆使し、お金の流れを非営利の事

業に導く制度作りの政策を打ち出すことが急務なのである。 

本報告書では、こうした『金融的弱者』の問題を解決するために、日本の非営利金融の

現状や海外事例を検証し、その中から、これからの日本にふさわしい非営利金融機能の枠

組みについて提案する。 
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Ⅱ 現在の金融システムと地域金融 

 

現在の日本の金融業態を大別すると、商業銀行等の営利金融機関、信用金庫や農業協同

組合等の協同組織金融機関、そして日本政策金融公庫等の政府系金融機関がある。以下で

は、特に地域における『金融的弱者』への対応という面から、これらの機能について考え

てみたい。 

 

１．営利の金融機関と協同組織金融機関 

１）規模の経済性を求める銀行 

金融取引には通常、「規模の経済性」が働く。このため、銀行などの伝統的金融機関は、

小口の融資案件を狭い営業エリアで行なうよりも、広範囲の営業エリアを持って、大口の

融資案件を求める傾向が強い。一方で、金融取引には貸し手と借り手の間に情報のギャッ

プ(非対称性)が存在する。貸し手は借り手の情報を十分に把握仕切れないという問題であ

る。情報ギャップは、大企業の借り手との間でも存在するが、一般的には小口の融資案件

における情報ギャップを是正するためのコストと煩雑さから、大手の金融機関になればな

るほど、大口の融資案件にシフトしがちとなる。営利の金融機関も、金融機関としての公

共性を備えてはいるが、本来的に、収益を上げて株主に応える株式会社であるだけに（特

に上場している場合）、こうした傾向が大きく変わるとは予想しにくい。 

むしろ、こうした傾向は最近、加速されている。1990 年代後半から 2000 年代初めにか

けて、わが国が直面した金融危機の過程で、多くの営利の金融機関が、経営の安定性を求

める視点からも、規模の経済性を求める行動を採用してきた。さらに、信用金庫、信用組

合等の協同組織金融機関も、組織維持のために、相互の合併等を経て、拡大化を進めてき

た。結果として、個人や、零細・小口の事業等への円滑な資金供給のパイプは、以前に比

べて、細る構造になっているともいえる。 

こうした構造的課題は、銀行の規模が相対的に小さく、銀行数も限定されている地方経

済において、より顕著に表れている。その結果、日本国内での資金の流れに偏在が起きて

いるということだけでなく、とりわけ地方に存在する規模の小さな事業主体等は、本来の

活力を発揮しづらい構造になっているといえる。 

 

２）協同組織金融機関の現状 

日本では株式会社組織の銀行等とは別に、協同組織金融機関として協同組合を母体とし

て設立された金融機関が存在する。「信用金庫」「信用組合」「労働金庫」「農業協同組合」

「漁業協同組合」などである。これらの機関はその根拠法は違うが、それぞれ相互扶助を

目的に設立されており、組合員間での資金的な融通が主な役割である。また、営業範囲や

融資対象者などが制限されている点で、株式会社の金融機関とは異なる存在といえる。 

 例えば信用金庫は、営業エリアが一定の地理的範囲で決められ、融資対象も、基本的に

個人事業者の場合は従業員が 300 人以下、法人の場合は資本金 9 億円以下または従業員 300

人以内の事業者、という枠がある。（この枠を超えた融資先がないわけではない） 

したがって、営利の株式会社組織の銀行のように、大口の融資先を選別して貸出を行な

うというスタイルではなく、組合員となる中小零細の事業者に対して、リレーションシッ

プを取って、少額で多くの事業者に貸出を行なう。 
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 協同組織金融機関は、基本的に協同組合の形式を取り、利潤追求を第一義としていない。

出資者である組合員（会員）の組合における議決権は一人一票であり、株式会社とは違っ

て投下資本の多少には関係しない。剰余利益があれば会員に分配するが、上限規定があり、

出資者側には、利潤を多くしてメリットを得ようというインセンティブは限られる。貸出

先のリスク以上に高い金利を設定して貸出を行なうインセンティブも生まれにくい。 

 このように、配当（残余財産部分も含む）を行なう時の上限があり、会員間の相互扶助

を目的とすることから、協同組織金融機関は「非営利性」を有するとみられている。 

従って、協同組織金融機関は、株式会社の銀行等からは融資を受けることのできない主

体に、その協同組合性やリレーションシップを生かし、相互扶助として金融仲介活動を行

なう機能を持っている。 

 

 

２．非営利セクターに対応する協同組織金融機関 

１）信用金庫の取組み 

協同組織金融機関は、その協同組合としての性格から、非営利性を有する。しかし、こ

のような金融機関であっても、融資を求める経済主体の全てに応えることはできないのは

当然だ。協同組織金融機関といえども、過度のリスクをとることは許されない行為であり、

金融庁の規制で、自己資本規制等は株式会社の銀行等と同様に扱われるなど、金融機関と

しての健全性維持を重視しなければならない。 

このような中であっても、本来の地域性と、さらには非営利性を兼ね備えていることを

踏まえて、それぞれの地域で、独自のリレーションシップバンキングのあり方を構築し、

実践している協同組織金融機関も多い。以下に、そうした活動を行っている信用金庫の事

例の一部を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 例えば、東京の西武信用金庫（西武信金）は、現在のところ全国の信用金庫の中で、も

っとも多くの非営利事業向け融資の実績を上げている。同信金は、信金のリレーションシ

ップバンキングの基本とされてきた「集金」業務を全面的に廃止し、それに代わる独自の

リレーションシップを実践している。「集金業務を止めることによって捻出できる時間を、

本当の意味での顧客とのリレーションシップをはかる時間に充てる」という考え方を打ち

出している。 

具体的には、集金業務を廃止することで生まれる時間を利用して、職員が、主な顧客で

地域・所在地 金融機関名 種類・名称

1 北海道 渡島信用金庫 ベンチャー企業支援資金

2 東北 那須川信用金庫 新事業育成資金

3 首都圏 水戸信用金庫 ＮＰＯ事業サポートローン

4 東京 多摩信用金庫 ＮＰＯ事業支援ローン

5 東京 西武信用金庫 西武コミュニティローン

6 甲信越 長野信用金庫 しんきんＮＰＯローン

7 中部 岐阜信用金庫 ぎふしん地域活性化支援ローン

8 関西 永和信用金庫 えいわＮＰＯローン

9 中四国九州 大分みらい信用金庫 創業サポートローン
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ある中小企業の抱える問題を聞き出し、その解決方法をお互いに検討する。そうした解決

に必要な資源（人材、設備、情報）などを調査・紹介し、それらを顧客側に提供すること

で、相手との情報ギャップを埋める。情報生産機能とともに、リレーションシップを再構

築する。 

 

２）情報ギャップを縮小する情報のハブ機能 

西武信金の実践結果で重要なことは、金融機関の担当者個人や金融機関自身が全ての問

題を解決するのではなく、個々の中小企業から提起された問題は、自らが持つ専門家など

のネットワークにつないだり、独自の情報を提供したり、取引先を結びつけたりという工

夫の中で解決を図る点だ。顧客が必要とするソリューションを金融機関の外にも求め、自

らは「情報のハブ」となっている部分に独自性がある。 

同信金は、ＮＰＯなどの非営利事業に対しても、同様の視点で取り組んでいる。その結

果、他の協同組合金融機関と比較してＮＰＯ融資が多い。このことは、「事業そのものは大

きくする考えがない」、「儲からない事業をあえて行なう」など、非営利事業ならではの指

向性を持つ団体に対しても、地域に近い場所で、地域内の様々なネットワークを活用すれ

ば、融資事業の対象になりうることを示している。 

こうした活動は、同じ協同組合金融機関である労働金庫（労金）も手がけている。労金

は労働組合等の団体を会員として、基本的に労働者個人との金融取引を行なう組織だが、

労働者の働く職場以外の、生活の場である地域における金融活動を意識してきた。2000 年

春には、全国の金融機関に先駆けて、中央労働金庫（当時は東京労金・群馬労金）などが、

ＮＰＯ事業サポートローンを始めた。 

労金のＮＰＯローンは現在では全国で取り組まれており、融資総額は 24 億円を越えて

いる。労金も、情報のハブ機能を独自に開発し、様々な非営利事業へ融資している。 

しかし、情報のハブ機能を活用する協同組織金融機関でも、自ずと「貸せる主体」と「貸

せない主体」は存在する。協同組織金融機関は、確かに株式会社での営利の銀行等よりも、

「融資しにくい主体」への融資をしやすいとはいえるが、自らの活動の維持のために、事

業の収益性も踏まえなければならない。このため、非営利分野への資金供給は自ずと限定

されてくる。 

 

３）公的金融機関による対応 

『金融的弱者』へ金融の機会を提供するもう一つの主体として、公的金融機関が存在す

る。日本では日本政策金融公庫等があり、民営化されたが政府が 100％株主の日本政策投

資銀行もそうした活動の一部を担っている。 

実際に、これらの公的金融機関は、『金融的弱者』を含む非営利主体への融資を実施し

ている。ただ、そうした主体は地域や社会状況によって多種多様であり、大規模で均一的

な金融面からの対応は、不況下などの緊急措置としては欠かせないが、平常時の一般的措

置として活動することは、営利活動自体を阻害するリスクもある。 

公的な金融の仕組みとして、公的保証制度もある。これは、借り手の評価を銀行等に委

ね、その信用リスクを公的に担保する仕組みだ。緊急時の策としては理由があっても、常

態化すると、営利主体である銀行等が最終的なリスク負担を免れることで、借り手と貸し

手の双方にモラルハザードを生じさせる可能性がある。結果として、本当に金融的支援が

必要とされる『金融的弱者』への活用が二の次になるリスクを抱えている。 
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株式会社の金融機関も、金融事業そのものに備わった公共性を有し、企業の社会的責任

（ＣＳＲ）活動を展開しているが、本来的に営利を追求する（for-profit）。これに対して

協同組織金融機関は営利最優先ではない（not-for-profit）。しかし、営利を否定する存在

でもない。公的金融機関は営利を求めない。その意味で、非営利性の強い事業や個人向け

の資金供給手段となる。しかし、その活動領域や期間等は、政策によって決定されること

から、金融事業の永続性が確保されない。さらに、営利、非営利を問わず、貸し手と借り

手の間でネックとなる情報のギャップの解消にはつながらない。 

こう考えると、非営利性を重視した金融の「不在」が浮かび上がる。生活は楽ではない

が返済能力のある個人、小さいが地域に根ざした家業を継続している店主、新たに地域に

根ざした起業を目指す若者、多重債務問題や地域教育・介護・医療等のコミュニティ活動

を実践するＮＰＯやボランティア団体等。こうした非営利事業や『金融的弱者』へのファ

イナンスを率先して担う金融組織（non-profit）を位置づける必要性が出てくる。 
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Ⅲ 非営利金融の枠組み 

 

１．『金融的弱者』の位置づけ 

１）『金融的弱者』 

『金融的弱者』という言葉は、日本ではまだなじみがない。本報告書はすでに前段でそ

の定義を以下のように説明した。「社会状況の悪化に伴って必要な金融サービスを受けるこ

とができず、生活困窮の負の連鎖から脱出できない存在」、「生活や自らの事業運営に際し

て、金融機関から融資等の一般的な金融サービスを受けることを事実上、拒否されたり、

避けられたりする主体」。 

こうした『金融的弱者』も、コミュニティの一員であり、景気の変動、不慮の事態等で、

一般の人々も、そうした立場に陥る可能性は常にある。さらに、こうした「弱者」だけで

はなく、コミュニティには、営利性はないが地域社会の持続性、豊かさの増進等のために、

欠かせない事業がたくさんある。教育、文化活動、介護・医療サービスの提供、自主的な

治安・安全性の維持、上記の『金融的弱者』を支援する活動、地域を維持するうえで必要

な多様な活動等。いずれも非営利事業としてくくることができる。 

ただ、『金融的弱者』や非営利事業への融資であっても、「融資」である以上、寄付とは

違って、返済を条件とする。返済された資金は、再び、コミュニティの他の弱者や非営利

事業に融資される。こうした非営利分野での資金循環を確保できるかどうかが、コミュニ

ティの豊かさを測る目安の一つにもなると思われる。『金融的弱者』や非営利事業が借りた

お金を返済するということは、弱者が生活力を高め、非営利事業が持続性を高めるという

ことによって、初めて現実化される。非営利金融（non-profit）は、そうした成果を得る

ことで、社会的 profit と自らの活動の持続可能性を手にすることができる。 

非営利金融のもう一つの特徴は、個別の非営利事業や『金融的弱者』に対して融資する

活動に、当の地域コミュニティ内の市民が参画する仕組みが求められる点だ。市民の参画

は、非営利金融の原資となる出資の形のほか、融資活動そのものへの参加、あるいは融資

対象者の持続性を増進するためのサポート等、多様に期待される。 

非営利金融は、一般の金融機関が対応しにくい領域へのファイナンスであるため、融資

活動そのものにかなりの困難が伴う。しかし、地域コミュニティの市民が関与していくこ

とでリスクが軽減され、社会性も強まる。こうした活動を持続可能にしていくためには、

国や自治体等の支援が必要と思われるが、そうした政策判断をする上でも市民の参加が重

要なカギとなる。 

 

 

２．営利金融と非営利金融の違い 

それでは、非営利金融はわが国の金融業態の間で、どのようになっているのだろう。以

下では、「貸出金利」と「貸倒れリスク」から、日本の金融機関がどのような分野を対象と

しているのかをみる。 

 

図表１より、営利の銀行等や協同組織金融機関は、低リスク・低リターン（固有の情報

生産能力を活かして選別を行なうため、結果として、リスクの低い主体に低い貸出金利を

提供できる）の部分をカバーし、それよりもリスクが高く、事業性が乏しい主体は、一部

を公的金融機関がカバーしているものの、カバー漏れするところが多くあることがわかる。 
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○図表１ 金融機関のポジショニング 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような中で銀行等の融資審査で対象外となった事業主体は、資金調達を継続する場

合は、高金利の貸金業者に向かう以外に手段はない。こうした事業主体は、そもそもの手

持ち資金も少なく、事業や生活が軌道に乗るまでに、ある程度の時間を要することから、

高い金利負担を耐えることは難しいのが現実である。 

信用金庫および信用組合などの協同組織金融機関は、本来は、組合員中に含まれるそう

した事業主体に対して資金供給を行なうが、地域によっては合併等で営業エリアが拡大し

た結果、きめの細かい地域コミュニティのニーズに応えきれなくなっている側面もある。

そもそも、創業間もない企業や新しい分野への参入を志す企業、所得が不安定な自営業者

や多重債務者などは、そのリスクを判断することは困難であり、貸出を決定することは難

しい。 

つまり、日本においては、中くらいのリスクに見合った金利設定で貸出を行なうような

金融機能がない。その結果、実は事業主体の間でも、潜在的に金融的に疎外された主体（『金

融的弱者』）が、かなり多数存在すると予想できる。 

 

 

３．non-profit と not-for-profit の 2 つの非営利金融 

こうした現実の中で、非営利分野への金融供給を拡大するためには、大きくみて二つの

機能が考えられる。一つは、本来、非営利性を有し、地域コミュニティに根ざしてきた協

同組織金融機関に、その寄って立つ基盤を再認識させることである。 

ただ、協同組織金融機関は、非営利性を有するとはいえ、非営利金融機関そのものでは

ない（not-for-profit）。その非営利性も原則は組合員に限られる。また特に地域金融の場

においては、銀行等の営利金融機関との競争は激化の一途を辿っているという現実もある。

協同組織金融機関といえども、「利益を求めない」わけではないことを考慮する必要がある。 

出所） 吉野直行・藤田康範編『中小企業金融と金融環境の変化』慶応

義塾大学出版、2007 年、ｐ238 
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もう一つの機能は、非営利金融を目的(non－profit)として事業を興すＮＰＯバンク等

の活動である。ＮＰＯバンクのような非営利の市民金融の多くは、市民からの出資に対し

て配当を行なわず、ボランティアベースで人件費を抑え、回収した資金を再び、地域に投

じるという形で、経済的リターンよりも社会的リターンを最優先している。なぜならば、

活動目的が「利益を求めない（non-profit）」からである。 

ただし、わが国での現状の市民金融は、規模が小さくリスクを取る余裕がないこと、ま

たボランティアベースとはいえ、細かい手当てが必要な『金融的弱者』へ融資を行なうた

めにはコストがかかることなどから、コミュニティに必要な十分な機能を発揮していると

はいいがたい。 

さらにいえば、後述するように、米国ではコミュニティ再投資法（ＣＲＡ）によって、

営利の金融機関も地域コミュニティへの非営利性の投融資を義務付ける規定がある。こう

した法的規定を受けて、米国では非営利金融を担う地域開発金融機関(ＣＤＦＩ)の活動を、

ＣＲＡによって地域活動を義務付けられた営利銀行が、低利資金の融資等で支える関係が

築かれている。つまり、for-profit の資金も、non-profit の活動に誘導されている。 

ここでのポイントは、非営利金融の促進と、営利金融からの資金誘導に法規制という政

策判断が活用されている点である。non-profit 活動の持続可能性を維持するためには、市

民の支援とともに、明確な政策判断と手段が必要だというのが、米国の経験から学べる教

訓である。 

 

 

４．non-profit 金融機能への政策誘導 

わが国で進行する地域社会・個人生活の疲弊に歯止めをかけ、多様な事業機会と、雇用・

活動機会を高めていくためには、現在の金融業態をどう改変すればいいのだろうか。金融

庁は、昨年来、金融審議会内に「協同組織金融機関のあり方に関するワーキング・グルー

プ」注）を設け、協同組織金融機関の見直し作業に取り組んでいる。協同金融組織本来の、

地域、組合員等に立脚した not-for-profit の金融活動を再生しようという狙いであろう。 

協同組織金融機関の活性化は必要である。特に現行のような信金、信組、労金、農協等、

縦割りの組織構造は、それぞれがつながるコミュニティが地域の中で一体化すると同時に

疲弊化が進行している現状を踏まえれば、「コミュニティ協同金融組合（仮称）」のような

一つの概念でくくり直す段階にきているのではないかと思える。ただし、ここではその議

論にまでは踏み込まないでおくこととする。 

もう一つの方法は、市民の手によって立ち上げ、発展してきているＮＰＯバンクなどの

非営利金融機関を金融業態の一つとして認識し、金融政策の枠組みの中に、位置づけるこ

とである。すでにこの方法は、米国で大々的に取り組まれており、米国の成功をみて、英

国も導入している(第５章（Ⅴ）に後述)。我々は、わが国もこうした市民に支えられた非

営利金融の仕組みを、導入すべきであると考える。 

この方法は、メガバンク等の営利金融機関が行っているＣＳＲ活動を通じた非営利金融

分野への資金供給の受け皿にもなり得る。また地域コミュニティにおいては、地元の協同

組織金融機関と協働して、市民の持つ情報のハブ機能の活用や、市民ボランティアのサポ

ート等のつなぎ手にもなれる。非営利金融機関自体が、営利の銀行や協同組織金融機関の

活動の改革にも資する機能を果たす可能性が生まれる。 

個人の生活の安定や、地域コミュニティの活力の回復等は、結局は、営利のビジネスを
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下支えし、地域経済を発展させることにつながるはずである。その意味で、機能性の高い

非営利金融機関をどう育み、根付かせていくかということは、経済政策そのものである。 

そう考えると、非営利金融については、市民の自発的な意志に委ねた「無策」の金融政

策では、展望は開けない。単に非営利金融機関に、公的資金で補助金をつけるだけではな

く、市民の持つ「志のある資金」や、営利金融機関の一定の資金を、恒久的に社会分野へ

流れるように誘導する政策インセンティブを整備する必要がある。こうした政策誘導によ

って導かれる仕組みが備わると、非営利金融機関の信用力が増し、企業、財団、個人等か

らの寄付資金も調達しやすくなり、社会全体で、営利を求めるお金の流れと、非営利を支

えるお金の流れが、効率的になることが期待される。 

 

 

注）金融審議会金融分科会第二部会「協同組織金融機関のあり方に関するワーキング・グループ」

は、平成 21 年 6 月 29 日に『中間論点整理報告書』を公表した。その中で、当報告書と同様の

問題意識に基づいた以下の報告がなされている。 

＊中間論点報告書（2009 年 6 月 29 日）における「新業態」記述（報告書 6～7 ページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融庁ＨＰより http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20090629-1.html 

 

２．  業態別のあり方  

（4）  新たな形態の可能性  

貧困や格差が大きな社会問題となる中、小規模の事業者や消費者のうち、比較的リスクが高

い層に対する使い勝手のよい金融サービスが手薄であるとの指摘がある。  

小規模の事業者・消費者の相互扶助を使命とする協同組織金融機関の原点に立ち返り、例え

ば、小規模の事業者や消費者の生活支援に特化し、協同組織性を発揮しうる新たな金融機関の

設立・活用について検討することが望ましい。  

その際、例えば、業務内容については必要最低限のものとする一方で、行為規制は軽減する

等の枠組みも視野に入れた制度的な検討を行っていくことが考えられる。  
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Ⅳ 市民設立による非営利金融機関 

 

１．地域金融と、第４の機能としての市民金融 

２章（Ⅱ）で見たように、日本の金融業態は、銀行等の「営利金融機関」、信用組合や

農業協同組合等の「協同組織金融機関」、日本政策投資銀行等の「政府系金融機関」に大別

される。しかし、『金融的弱者』への対応という視点から見ると、第４のファクターとして

地域性を持った「市民による非営利金融」を取り入れることは重要な意味を持つ。 

既存金融機関の『金融的弱者』への課題は、営利最優先であるがゆえの営利金融機関の

限界性、組合員を対象とすることによる協同組合金融の限界性また画一的な対応を基本と

し永続性に欠ける行政系金融機関の限界性のように、それぞれの特性に由来するものであ

る。それに対して、住民に近く、環境や社会的弱者に意識的な市民による非営利金融は、

これらの限界性を突破できると同時に、既存金融機関との連携の中で、さらに大きな役割

を担うことができるだろう。 

当然のことながら、地域社会における既存金融機関の価値は、市民金融の発展によって

減ぜられるものではない。むしろ『金融的弱者』への支援という面では、地域の中で新た

な役割を期待される。 

以下では、市民金融の特性を整理するため、地域内で小規模事業者や個人に対して融資

を行なう非営利協同組織金融機関「信用金庫」「信用組合」と、一般の「貸金業者」、そし

て「既存の金融機関が融資しない（しにくい）非営利事業や個人」へ融資することを目的

に近年設立が相次いでいる市民金融、「ＮＰＯバンク」（非営利貸金業者）を比較する。 

 

 

図表２ 信金・信組と、営利貸金業者・非営利貸金業者の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信用金庫 信用組合 貸金業者 ＮＰＯバンク

根拠法 信用金庫法（1951）

中小企業等協同組
合法（1949）、協同組
合による金融事業に
関する法律（1949）

貸金業法（1983） （同左）

組織
会員の出資による協
同組織の非営利法
人

組合員の出資による
協同組織の非営利
法人

制限なし

営利を目的としない
法人（実態上は協同
組織的な運営を志向
している場合もある）

最低出資金

（純財産）

出資配当 制限あり 制限あり 会社法等による 禁止

1億円（東京都特別
区及び指定都市は2
億円）

1,000万円（東京都特
別区及び指定都市
は2,000万円）

5,000万円 500万円（「規則」ロ）

脱退者の持分所得
定款で定める範囲で
可能

組合の持分所得の禁
止

－
出資の払込みを受け
た額を超える払戻し
を行わないこと
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＊仔細は巻末資料１参照 

 

このように、地域金融を中心的に行っている金融機関にも特徴があり、ＮＰＯバンクは

預金機能がない、厳密な非営利性を持つ貸金業者であるといえる。 

 

 

２．市民設立による非営利金融 

市民が行なう非営利の社会的事業の拡大や、多重債務者をはじめとする個人の『金融的

弱者』の新たな発生などと同時に、その資金需要も拡大してきている。この問題に既存の

金融機関が対応しきれない現状と、お金の流れそのものを見直そうという市民の動きによ

って、近年、様々なタイプの市民出資の非営利金融機関が日本でも誕生してきた。 

それらは以下のように、投資型非営利金融、融資型非営利金融、個人の債務問題に特化

した融資型非営利金融の３つに、大きく分類できる。 

 

１）投資型非営利金融 

ここまでは、間接金融としての融資型を中心に述べてきたが、市民がファンドを設立し

て直接的に事業へ出資する以下のような投資型非営利金融も、近年設立が続いている。 

 

① 株式会社自然エネルギー市民ファンド 

2003 年設立。市民が参加する自然エネルギーの普及を全国的に推し進めることを目的と

する。事業内容は、各地の市民風車プロジェクトに係る匿名組合出資の募集や運営管理な

ど。株式会社という形態を取っているが、いくつかのＮＰＯ法人が全額出資した有限責任

中間法人を介して設立された。 

各市民風車プロジェクトに対する市民出資は、多くの資金を集めるため少額の配当を行

なっているが、同様の志を持つ市民が代替エネルギーの開発と発展を支援し、地球温暖化

問題の解決を目指すという意味で、協同組合型金融機関と類似した非営利性をもっている。 

 

② 市民バンク 

1989 年に東京に設立された市民バンクは、当初、起業を目指す市民向け融資を中心にし

ていたが、その後、出資方式に切り替え、島根県民ファンド、地域維新グループ、石見銀

山ファンドなどを立ち上げている。 

 

業務 ア　組合員

（1）預金積金
イ　組合員と生計を
一にする配偶者、そ
の他の親族　その他

金利等
出資法・利息制限法
による制限

出資法・利息制限法
による制限

出資法・利息制限
法・貸金業法による
制限

出資法・利息制限
法・貸金業法による
制限の他、上限金利
は年7.5%。

個々の定款等に基づ
く。

（2）貸出対象
会員（従業員300人
以下又は資本金（出
資金）9億円以下）

会員（従業員300人
以下又は資本金（出
資金）3億円以下）

制限なし

自由 禁止 禁止
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③ ＮＰＯ法人菜の花トラスト in 横浜町 

2002 年設立。青森県横浜町で、休耕地や耕作放棄地への菜の花の作付けと、そこから生

産される「御なたね油」の販売などで、農村部の文化や経済をはぐくむ事業を行っている。 

事業に必要な資金を集めるため、地域内だけでなく活動に共感している全国の市民を対

象にした擬似私募債を発行している。 

 

２）融資型非営利金融 

ＮＰＯバンクとは、市民等から受けた「配当を行なわない出資金」を原資にして、非営

利事業や個人に低利で融資をする市民金融で、近年、日本各地で設立の動きがある。後述

する、米英のＣＤＦＩ（地域開発金融機関）の日本版ともいえる。 

「全国ＮＰＯバンク連絡会」によれば、ＮＰＯバンクの定義は以下のようなものである。 

『ＮＰＯ バンクは、市民が自発的に出資した資金により、地域社会や福祉、環境保全

のための活動を行なうＮＰＯ や個人などに融資することを目的に設立された「市民の非営

利バンク」のことで、「金融ＮＰＯ」「市民金融」などとも呼ばれる』。 

わが国で最初のＮＰＯバンクは、1994 年に設立された「未来バンク事業組合」（東京都）

で、以後全国各地に誕生している。ＮＰＯ バンクは、趣旨に賛同する市民やＮＰＯが組合

員となり、1 口 1 万～数万円単位の出資を行い、それを原資に地域のＮＰＯや起業家、個

人などに低利（１～５％程度）で融資する。出資者にとって、目に見える形で自分のお金

が運用される魅力がある半面で、元本保証がない、出資金を自由に引き出せない、などの

デメリットもある。  

融資審査は、バンクの運営者のほか、税理士などの専門家が加わり、財務面や事業の社

会性やオリジナリティなどを多様な角度から評価して決める。融資申込者とバンクの間で

の「顔の見える」関係づくりが特徴だ。このため、ＮＰＯ バンクの貸し倒れ発生率は、営

利の金融機関に比べてかなり低い。 

 

ＮＰＯバンクは、設立されたばかりで融資を開始していないものも含めると、2009 年 4

月現在で 12 団体が存在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各ＮＰＯバンクは、それぞれ固有のミッションとそれに基づく融資方針を持っている。

また、融資を行なう対象についても環境保全、女性の起業、まちづくり、ＮＰＯ法人など

様々である。2007 年 12 月現在で、全体の出資総額は 5 億 7,931 万円、これまでの融資金

1 未来バンク事業組合　（1994年設立、東京都）

2 女性・市民信用組合（ＷＣＣ）設立準備会　（1998年設立、神奈川県）

3 北海道ＮＰＯバンク　（2002年設立、北海道）

4 ＮＰＯ夢バンク　（2003年設立、長野県）

5 東京コミュニティパワーバンク　（2003年設立、東京都）

6 ap bank　（2004年設立、東京都）

7 新潟コミュニティ・バンク　（2005年設立、新潟県）

8 コミュニティ・ユース・バンクmomo　（2005年設立、愛知県）

9 いわてＮＰＯバンク　（2006年設立、岩手県）

10 くまもとソーシャルバンク　（2008年設立、熊本県）

11 天然住宅バンク　（2008年設立、東京都）

12 もやいバンク福岡　（2009年設立、福岡県）
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額の累計は 16 億 2,230 万円となっている。 

このほかにＮＰＯバンク立ち上げの準備をしている地域として、福島、金沢、大阪、兵

庫、宮崎などがある。 

 

３）多重債務者問題に特化した融資型非営利金融機関 

ＮＰＯバンクでは、社会的事業を中心にして、団体によってはミッションに応じた個人

融資も行なっている。しかし、多重債務者問題に対応できるＮＰＯバンクはない。 

多重債務者問題の金融による解決は、日本共助組合が、日本のカトリック教会内を中心

として約 50 年前から取り組んでいる。また、岩手県消費者信用生活協同組合（岩手信用生

協）が地域のお金を活用しながら 20 年間に渡って融資と支援を同時に行い、その動きがこ

こ数年で東京や福岡などに広がってきた。 

 

① 日本共助組合 

1960 年活動開始。全国に 22 の支部を持ち、2006 年 3 月末の組合員数は約 4000 人、貸

出残高は 541 件、5 億 7 千 800 万円である。日本共助組合は、カトリック教会内で、いわ

ゆる「サラ金」に苦しむ信者が多重債務に陥らないようにするための、相互扶助の活動と

して始まった。 

この活動は、海外ではクレジット・ユニオンという名称で教会の枠を超えて地域社会に

発展している。しかし日本では 1980 年以降、新しく生まれていない。その原因は、当時の

大蔵省による行政指導によって、相互扶助の取組みが「サラ金」と同じ枠で扱われること

になり組織内の求心力が低下したことの影響が大きい。さらにその後、「貯蓄を促す」た

めに出資金に対して少額の配当を行なうことが、金融商品取引法で問題になったことも、

同組合の活動の阻害要因の一つになっている。 

 

② 生活サポート生活協同組合・東京 

2006 年設立。岩手信用生協の活動を参考にしながら、多重債務者が日本で最も多い東京

で、それらを市民が支援する試みとして始まった。同時に、一般社団法人生活サポート基

金を立ち上げ、２つの組織を活用しながら、多重債務者や生活困窮者の生活再建を目的と

した貸付事業やカウンセリング等を行っている。 

融資を行なう原資を集めるため、少額の配当を行なう「個人再生ファンド」というファ

ンドを作り、市民から資金を集めている。現在では、東京都と連携した多重債務者生活再

生事業も行っている。東京以外でも、グリーンコープ生協ふくおか、同くまもと、などで、

同様の活動が行われている。 

 

 

３．市民による非営利金融の発展を阻害している課題と限界性 

社会的・経済的な状況は違うが、市民による非営利金融の動きは、ノーベル平和賞を受

賞したバングラデシュのグラミン銀行等、世界で起こっている市民金融の設立と共鳴する

形となっている。目の前で起こっている社会課題に応じて、市民自身が非営利金融機関を

設立することは、現代社会の必然的な流れである。 

こうした動きは、今後の日本社会において極めて重要な意味を持つ可能性がある。しか

し、営利金融を前提に作られている現在の法制度を「営利をその目的としない市民金融」
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に対しても、一律に適用しようとする以下の３つの規制によって、日本共助組合やＮＰＯ

バンクは活動を大きく阻害されてきた。 

① 出資の募集に関する問題（金融商品取引法の問題） 

金融商品の購入という形で、出資を行なう消費者を保護するための金融商品取引法の

規制が、ＮＰＯバンクなどの出資金の募集にも適用されている。その結果、利益配当を

禁止する以外のスキームでは、ほとんどの社会的事業には過重な財産要件や人的要件を

必要とする金融商品取引業者としての登録が要求され、それが非営利で公益/共益を目

的とする社会的事業の発展の大きな妨げとなっている。 

金融商品取引法では「配当のない出資」は投機性がないとして適応除外となっている。

しかし出資である以上、そこに出資元本が減損するというリスクが生じる。そしてリス

クだけが存在し、それに対して何の保障もない出資に多額の資金が集まることは考え難

い。 

② 市民金融に適した法人格の問題（出資と法人格における問題） 

ＮＰＯ法人、新しく始まった財団・社団とも、実質的に出資を認めておらず、出資と

それに応じた決定権を持つ非営利･公益/共益の法人格が存在しない。このことによって、

充分な自己資金を非営利事業が持つことは極めて困難になっている。 

さらに市民金融の場合は、市民から集めた出資金を融資の原資にしていることから、

非営利活動を行っているにもかかわらず「非営利法人格」を取ることができない。 

③ 資金の貸付けに関する問題（貸金業法の問題） 

ＮＰＯバンクのような間接金融の場合は、主に出資金を融資という形で、市民事業や、

人権・環境などのテーマに応じた個人へ貸付けることになる。その場合、貸金業法によ

り貸金業者として登録を受けなければならず、指定信用情報機関への強制加入と融資先

の個人情報の提供など、消費者金融の枠内で、いわゆるサラ金業者と同一の扱いを受け、

社会的評価を損ねることとなっている。 

この問題については、2006 年秋の国会の付帯決議の中で「市民活動を支える新たな金

融システムを構築する観点から、法施行後二年六月以内に行われる見直しに当たり、非

営利で低利の貸付けを行なう法人の参入と存続が可能となるよう、法律本則に明記する

ことなど必要な見直しを行なうこと」とされている。「非営利の市民金融」は、その社

会的役割の違いによって営利の消費者金融と別の法体系の中で位置づけられるべきも

のである。 

 

また、多くのボランティアによって支えられている市民金融機関は、事業を行なう上で

の限界性が存在する。市民金融機関の主な融資対象は、一般の金融機関では融資を受けら

れないが、将来は返済が可能である団体や個人である。このような対象に市民の資金を永

続的に提供し続けていく「社会的機能」であるためには、市民金融機関自身が、低金利で

融資することを続けながら、何らかの収益構造を持ち、自らのスタッフを雇用する安定的

な事業体であることが必要になる。 

もう一つの課題は、意思ある市民によって作られることの限界性である。それは、「意

思ある市民」の存在しない地域ではこのような機能が存在しないという形で現れるだろう。

仮に今後、非営利の市民金融を日本社会における新しい機能として位置づけるとすれば、

市民の自主性を尊重しながらも、何らかの形での社会的要請や支援を行なうことが不可欠

である。 
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Ⅴ 海外で行われている非営利金融制度 

 

以下では、環境省の「平成 19 年度コミュニティ・ファンド等における先進的取組事業選

定及び実施状況調査業務報告書（平成 20 年 3 月）」を元にして、日本で金融的弱者に対応

する non-profit 金融を位置づけるうえで参考となる米英の政策事例を紹介する。 

 

１．米国政策の紹介 

米国では、1950 年代から 60 年代にかけて都市部の荒廃地域を中心に融資における差別

的行動が頻発していた。この問題の是正を図るために多くの立法措置が取られるとともに、

そもそも米国では規模の小さい商業銀行が多数存在していたことから、これらの銀行を活

用して地域コミュニティへの資金供給を行なう仕組みを構築している。 

 

１）６種類のＣＤＦＩ（地域開発金融機関） 

地域コミュニティへの資金供給を担う主体のことをＣＤＦＩ（Community Development 

Financial Institution/地域開発金融機関）というが、地域コミュニティの形態や資金供

給の方法などの違いから、大きく６つの類型に分類できる。 

①コミュニティ開発銀行 Community Development Bank 

  低所得コミュニティの再興のための資金提供を行なう金融機関。経済性が優先される

営利企業（商業銀行および貯蓄貸付機関など）の形態で社会的な総合金融サービスの提

供を行なう。スタート時にはある程度の原資が必要であり、必要預金を広く一般から集

め、企業や不動産開発業者、個人の住宅資金などに対して貸し出しの形態で資金提供を

行なう。営利企業・株主・地域代表によって構成される組織などがオーナーシップを有

する。 

 

②コミュニティ開発クレジット・ユニオン Community Development Credit Union 

マイノリティである低所得コミュニティに対して金融サービスを提供する。組合員か

ら預金を広く集め、組合員に対して貸し出す金融機関。主に個人である組合員に貸し出

しを行なうことで、コミュニティの資産や預貯金のオーナーシップを促進させることを

意図している。原資は組合員の預金が主だが、一部に社会的投資家や政府の資金も含ま

れている。 

 

③コミュニティ開発ローン・ファンド Community Development Loan Fund 

社会投資家および財団や基金、機関投資家、個人などから資金を調達し、非営利であ

る地域組織や社会的サービスを供給する主体、スモールビジネスに対して、債券発行や

借り入れなどで資金供給する。立ち上げ要件は比較的緩やかである。 

 

④コミュニティ開発ベンチャーファンド Community Development Venture Capital Fund 

財団や基金、機関投資家、政府などから資金を調達し、急速な成長が見込める衰退地

域において、雇用の創造が見込める中小規模の事業に対して出資の形態で資金を供給す

る。低所得層および低所得コミュニティに対する資金提供が主。営利企業・非営利企業・

地域組織の代表者などがオーナーシップを有する。 
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⑤零細企業開発ローン・ファンド Micro enterprise Development Loan Fund 

従来の金融サービスを利用できない零細事業や自営業者・起業家を対象に、ローンや

技術支援を通じて、社会開発事業促進を支援する。原資は財団等の基金や政府による。 

 

⑥コミュニティ開発企業 Community Development Corporations 

インナーシティの衰退や住宅補助政策の縮小を背景に、都市内の衰退しつつある地域

など低所得者が多い特定の地域を対象に、コミュニティの再生及び地域経済の活性化を

目的として住宅供給、商工業開発、雇用開発などさまざまな事業を住民参加により進め

る機関。上記の類型と異なり、金融的なサービスとしての資金供給のみを行っているわ

けではないため、類型から外して整理する考え方もある。 

 

以上がそれぞれの分類と概要であるが、様々なＣＤＦＩが、多様な活動を展開すること

で、若者や移民、女性などの自立促進や、地域振興が行われてきたと考えられる。 

このような各ＣＤＦＩに対しては、米国政府としてもさまざまな支援を行っている。主

な政策的支援として、ＣＤＦＩファンド（Community Development Financial Institution 

Fund/地域開発金融機関基金）と、ＣＲＡ法（Community Reinvestment Act/地域社会再投

資法）がある。 

 

２）ＣＤＦＩファンド（地域開発金融機関基金） 

ＣＤＦＩファンドとは、米国財務省が管轄する基金で、融資・補助・出資などの形態で、

認定された各ＣＤＦＩに資金支援を行なっている。その主な業務は以下の通りである。 

 

○ＣＤＦＩプログラム Community Development Financial Institutions Program 

ＣＤＦＩ基金によって認定されたＣＤＦＩに対して、Financial Assistance （財政

的支援）と、Technical Assistance (技術的支援)を行なう。 

 

○ＮＭＴＣプログラム New Markets Tax Credits Program 

2000 年に新たに付け加えられたプログラムで、ＣＤＦＩ基金が認定した Community 

Development Entities (ＣＤＥｓ)と呼ばれるコミュニティ開発主体に対して投資を行

った場合、一定金額の税額控除を認める制度である。ＣＤＥｓとは、低所得のコミュニ

ティに対して、社会的投資を行なう組織を指す。 

 

○バンク・エンタープライズ・アワード・プログラム Bank Enterprise Awards Program 

1994 年に作られた制度で、コミュニティの経済的発展やコミュニティへの金融サービ

スを進める一般の金融機関を対象に表彰を行なう。 

 

３）ＣＲＡ法（地域再投資法） 

地域再投資法（ＣＲＡ法）は、1977 年に制定された法律である。地域コミュニティの良

好な発展のため、地域の金融機関に対し、資産の一定割合をその地域コミュニティのため

に投融資しなければならないと規定している。 

また、地域のクレジットニーズへの対応を金融機関の義務として定め、その達成状況を
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評価することを金融機関監督機関に課している。その結果、各金融機関のＣＲＡ活動は一

般に公開されていることになっている。 

ＣＲＡ法はその後、1995年のクリントン政権下において改正された。改正のポイントは、

地域開発を主目的とする機関に対する投融資を、地域開発に資する活動とした点である。

この改正により、金融機関の地域貢献を査定する制度として活用されるようになった。 

具体的には、金融監査当局が、1 年半ごとにＣＲＡについて検査を行い、その評価に基

づき、金融機関は、「優良：Outstanding」、「満足できる：Satisfactory」、「改善必要：Needs 

to Improve」、「著しい基準未達：Substantial Noncompliance」の４段階で評価される。そ

の評価は貸し出し、投資、サービスの３つの部門にわけて行われ、３つの総合により最終

的な評価が決定される。 

金融機関は、この検査の評価結果によって、店舗の増設や移転、買収・合併などの事態

に直面した際に条件をつけられる場合がある。 

実際に米国では、低所得者向けの住宅等を建設する際に、金融機関のＣＲＡ活動による

資金を活用することが多く、ＮＰＯ等がこうした資金を活用し、低所得者向けの集合住宅

や商業施設の建設を行い、地域を再生させようとしている事例も多く見られる。 

 

このように、ＣＤＦＩファンドが、財政資金（公的資金）を使って非営利金融部門を支

援するための政策であるのに対して、ＣＲＡ法は、民間資金の非営利金融部門に対して資

金の還流を促すための政策であるといえる。 

 

 

２．英国政策の紹介 

ヨーロッパ各国における社会的事業への支援策は、欧州全体における中・長期的な社会

政策を背景に展開されてきた。しかし、保守党政権が続いてきた英国では、欧州の他の諸

国に比べて、社会的企業育成や、そのためのソーシャル・ファイナンスの展開に関する諸

政策は遅れていた。そのような中、1997 年の総選挙において、トニー・ブレア党首がニュ

ー・レイバー（新労働党政権）として「第三の道」路線を提示して以降、その動きが本格

化した。 

ブレア政権は、米国のＣＤＦＩ制度を英国に導入、政府肝いりでＣＤＦＩを各地で育成

した。英国のＣＤＦＩの平均融資額（2007 年）は、零細企業に対しては 8,520 ポンド、小

規模企業に対しては 28,000 ポンド、社会的事業に対しては 66,500 ポンド、個人に対して

は 635 ポンドとなっている。なお、英国でも認定ＣＤＦＩ制度が設けられ、2007 年度で 74

団体が認定ＣＤＦＩとして活動を行っている。 

英国では、ＣＤＦＩを政策的に支援するため、政府による強力なイニシアチブによって

以下のような様々な支援策が展開された。 

 

１）フェニックス・ファンド 

貿易産業省中小企業サービス局によって設置されたファンドで、３つの部門からなる。 

①荒廃地域での起業を直接支援する「フェニックス・ディベロップメント・ファンド」で

ある。これは、地元の非営利組織と協力して、こうした地域での起業を直接的に支援す

るスキームを指す。 

②地域の起業支援の核となるＣＤＦＩを資金的にサポートする仕組みである。 
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③起業家の活動を持続的に育成するためのボランティア・メンター（助言者）の全国ネッ

トワーク化である。 

しかし、財政的な問題などがあり、フェニックス・ファンドは 2006 年 3 月から新規の

資金提供を停止している。 

 

２)ＣＩＴＲ（地域投資優遇税制） 

政府に認定されたＣＤＦＩに投資を行なうものに対して、税制上の優遇措置を与える制

度であり、投資家たる個人の所得税および、企業の法人税に適用される。 

具体的には、政府により認定されたＣＤＦＩに対して投資を行った場合に、最大で投資

額の 25％、５年にわたり５％ずつの税率軽減がされる。所得税が高率な個人の場合、年間

総額で 8.33％、標準税率の場合は 6.41％が減税となる。また、法人の場合は 7.14％の減

税となる。 

このＣＩＴＲ制度によって、投資家は社会的・財政的メリットを得ることができる。こ

こでいう「社会的メリット」とは、投資家が投じた資金が社会的事業に活用されることで

商品・サービスの提供や雇用の創出といった社会的メリットを生み、コミュニティ活性化

を実現することを意味する。 

 

３）ＣＤＦＡとキャパシティ・ビルディング・ファンド 

ＣＤＦＡ（Community Development Finance Association、ＣＤＦＩの全国組織）自体

が、政府による支援策のひとつであり、英国貿易産業省および、Barclays や NatWest、Royal 

Bank of Scotland などの金融機関の支援によって財源を調達している。 

そもそも英国には、以前より社会的事業に対して資金供給を行なう組織はあったが、活

動の規模は小さく、団体数も少なかった。そこで、政府は、「キャパシティ・ビルディング・

ファンド（Capacity Building Fund）」を立ち上げ、新しくＣＤＦＩを設立する際や、借り

入れの需要のあるファンドに対して資金を融資している。 

また、ＣＤＦＡは資金以外の支援も行なっており、例えば融資審査の方法や資金調達手

法、人材研修、成功例の普及などに携わっている。研修やコミュニティファイナンス開発

会議などのイベントや研修は年間を通じて実施されている。 

 

 

３．英米の事例から得られる政策的インプリケーション 

米英で活動しているＣＤＦＩは、主に貧困地域等の開発を目的とした金融機関である。

その活動目的は、当報告書のテーマである、『金融的弱者』を対象とした非営利金融機能

と類似している。 

日本では新しく銀行や協同組合金融機関を設立することは、資金要件等で、容易ではな

い。既存の協同組織金融機関についても、健全性の観点を最優先することを経営の軸に置

くよう、金融庁からの監督規制がかかっており、非営利性の高い金融活動には制限がかか

っている。そのため、わが国で、『金融的弱者』を対象とした非営利金融を広げるには、

まず市民金融機関の設立を容易にすることによって、3 章で述べたような、「非営利金融機

能」を生かせる主体を各地域で作り出すことが必要だと思われる。 

ただし、その際、ＣＤＦＩのような非営利金融機関の設立を最優先するか、あるいは、

それらが持つ非営利金融の「機能」を政策として位置づけ、営利や協同組織形態の様々な
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金融機関も、それらの機能を発揮していくことに道を拓くか、硬直的に考えずに、現実的

で効率的な選択をする必要がある。 

 

英米の政府による様々な施策は、以下のように整理できる。これらの政策を応用するこ

とは、日本においても有効であると思われる。 

 

○認定されたＣＤＦＩ（非営利金融機関）に対して、資金面、人材面、財政面など、多様

な手法で行政が支援を行なう。 

○ＣＤＦＩの機能を持続可能なものとするための、公的支援ファンドを設立する。 

○一般の個人や企業がＣＤＦＩへ投資または出資する際に税額控除を行なうことで、民間

資金を非営利金融機関へ誘導する。 

○営利の金融機関が、non-profit 金融機能へ投融資をすることを義務化する。 

 

その他にも、以下のような示唆を得ることができる。 

○認定による社会的信用力の寄与 

英米では、認定を受けることで社会的信用力をつけ、民間から寄付金を受けやすくす

ることも重要な要素になっている。そのため、ＣＤＦＩ側も積極的に外部監査を受けて

いる。日本で非営利事業が公的な認定を受けようとすると、様々な規制や監査費用など

が要求されるとして、マイナス面に感じられることのほうが多い。何らかの認定を受け

ることが、本来の活動の幅を狭めるのではなく、むしろ広げるための弾力的な制度運営

が日本でも必要である。 

 

○金融機能によるコモンボンドの育成 

コモンボンドとは、「共通する絆」という意味であり、それは職域、地域、業種、宗

教などによる、組織と個人の関係性によって成り立っている。そのため、それぞれのコ

モンボンドは固有の性格・性質を持ち、一定の排除性も存在する。ＣＤＦＩは、金融機

能であると同時に、地域のコモンボンドとして排除性を極小化し、開かれた地域コミュ

ニティを作る機能を持っている。日本の地域コミュニティが崩壊しつつある現在、この

ように金融機能を活用して地域における人と人のつながりを再生することは、極めて重

要な意味を持つ。 
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Ⅵ 提案 「わが国での non -profit 金融機能の創出の必要性」 

 

１．提案の趣旨 

我々は、以上の分析を元に、以下の提言をする。日本社会は、経済的にも、社会的にも、

これまでの知恵と工夫の結晶として蓄積した約 1400 兆円の個人金融資産を抱えている。こ

うした経済的富を次世代の発展に活用し、さらに物質面だけではなく、心の豊かさ、思い

やりのある社会へとつなげていくために、新たな決意が求められている。 

それは、経済的富を、営利のためだけではなく、社会のため、隣人のため、未来のため

に、活かしていく仕組みづくりに着手することである。それは、人類の富を、欲望と、市

場の恣意性にのみゆだねるのではなく、自らの意思で、お金の行く先を定め、市民の意思

で社会的リターンを築き上げるための仕組みである。そうした仕組みづくりには、市民の

決意と、政策の知恵と、営利金融機関の社会的責任とを、つなぎ合わせる必要がある。そ

の作業を円滑に進め、持続可能な非営利金融の市場を作り上げるために、大きく二つの枠

組みの整備を提案したい。 

 

 

■「non-profit 金融機能」を社会的機能として位置づける枠組みの構築 

①「non-profit 金融機能」を包括的に支える政策 

non-profit の非営利金融は、市民の自主的な活動のほか、営利金融機関においても CSR

（企業の社会的責任）として、協同組織金融機関の非営利的活動等として、取組みが可能

である。こうした取組みの機能を、包括的に支える政策面の枠組みを築く必要がある。米

英のＣＤＦＩ制度がそのモデルとなろう。 

 

②枠組みの軸となる公的支援ファンドの設立 

非営利金融の機能を持続可能なものにするには、立ち上げ資金、運転資金の両面で、公

的な支援制度を導入することが望ましい。米英ではそれぞれ「ＣＤＦＩファンド」、「フェ

ニックス・ファンド」といった公的支援ファンドが創設されている。ファンドによる資金

供給は無償の補助金であるが、公的な支出を大きく上回る民間資金獲得のレバレッジ効果

を生み出す。結果的に、地域社会のＮＰＯ活動や、ボランティア、社会活動等を金融面か

ら支えることに使われるため、政策効果としても公的支援額を上回る効果が期待できる。

その結果、公的資金で直接そうしたコミュニティ向けの事業を実施するよりもはるかに費

用を軽減した形で、さらには質を高めた形で、コミュニティサービスを持続できる。 

 

③市民金融法人の新設 

非営利の non-profit 金融の担い手は、プロの金融機関だけでなく、市民の自主的な活

動も認める。そのために、金融業務を専門とする金融ＮＰＯないしは、市民金融法人(仮称)

の設立を認める。こうした市民金融の担い手は、出資者から得た資金を自らの判断で、地

域コミュニティにおいて、『金融的弱者』の立場に置かれている個人や社会福祉活動を手が

けるＮＰＯ、零細な企業、新たな起業家等を、非営利性を重視して資金面から支援する。 

市民金融法人は、以下のような性質を持つべきであろう。 

・ 市民金融法人の場合、その運営は出資金額に応じた議決権を認める 

・ 融資利率は貸金業法の最高利率を下回る一定利率以下とし、同法の規制とは別に扱う 
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・ 出資者に一定率以下の配当を自主的判断で行なえる 

・ 金融庁に届けることで、金融商品取引法や貸金業法などの適用除外を受ける 

・ 公的支援ファンドの無償資金の提供等を受ける場合は、同ファンドが定める認定要件

を満たす必要がある 

 

④non-profit 金融への税制優遇措置の提供 

非営利金融機関は、投融資活動に伴い営利金融機関以上のリスクを負う。その一方で、

同機関の活動は、公共性、社会性が極めて高い。このため、前記の公的支援ファンドによ

る資金面の支援に加えて、非営利金融機関に対して資金出資する個人、企業、投資家に対

して、税額控除などの一定割合の税制上の優遇措置を講じる。こうした措置は、単に非営

利金融機関の負担軽減にとどまらず、出資者側のインセンティブを高めることから、営利

金融市場と非営利金融市場をつなぐ資金パイプの役目を果たす効果も期待できる。 

ＮＰＯバンクを活用した巻末資料「社会的投資減税制度（社会的エンジェル減税制度）

の導入」のモデルが、その参考になると思われる。            

＊巻末資料２参照 

 

⑤人材育成支援活動 

非営利金融の担い手は、既存金融機関の経験者、市民活動家、自治体関係者等、幅広い

可能性がある。ただし、仮に営利金融の専門家にとっても、審査過程で非営利性を評価す

ることは、これまでに経験のないことでもある。営利金融の審査・管理プロセスのノウハ

ウと、非営利金融の運営方法等を、実務に生かすための人材育成支援措置が必要になる。

こうした活動は、自治体単位等で実施し、先駆的に活動してきたＮＰＯバンクや非営利性

を兼ねた協同組織金融機関の経験者等の協力が求められる。非営利金融の人材市場は、新

たな雇用機会を提供する場でもある。 

 

 

■日本版ＣＲＡ法の検討 

上記で列記した非営利金融の支援策は、それぞれ単独でも実施可能であり、あるいは自

治体レベルでも取組みが望まれる。その一方で、こうした政策的の枠組みの効果を高め、

発展させるには、米国のＣＲＡのような包括的な法制度の導入が考えられる。非営利金融

を、営利金融とは別枠の社会福祉や、チャリティ活動等として限定するのではなく、銀行

等の営利の金融市場と連動した金融の有力な一分野として捉える必要もある。営利の銀行

の非営利金融への資金提供の内容などが公表されれば、それを参考として預金に預け入れ

先を決めるという形で、市民が資金の出し手として、営利の銀行を活用して非営利の金融

に意思を反映できる方策となる。 

また、世界中の営利の金融市場には年間 190 兆ドルに及ぶ膨大な資金が流通している。

こうした資金を非営利金融の市場につなげることは、非営利市場への資金の流入を確保す

るばかりか、営利金融の市場にも、一種の倫理性をもたらせる効果も期待できる。この国

の金融を本気で活性化する決意があるならば、日本版ＣＲＡの法制化はその軸の一つにな

るであろう。 
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【巻末資料１】 

信金・信組とＮＰＯバンク・貸金業者の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信用金庫 信用組合 貸金業者 ＮＰＯバンク

中小企業等協同組合法
（1949）

協同組合による金融事
業に関する法律（1949）

２．組織

会員の出資による協同
組織の非営利法人

組合員の出資による協
同組織の非営利法人

制限なし

営利を目的としない法
人（「規則」イ）（実態上
は民法上の組合などに
よって出資を募り、融資
を受ける際にも会員資
格を求めるなど、協同組
織的な運営を志向して
いる場合もある）

３．地区（営業地区） あり（定款で定める） あり（定款で定める） なし
なし（実態上は貸出対
象地区を決めている場
合もある）

４．最低出資金（純財
産）

1億円（東京都特別区及
び指定都市は2億円）

1,000万円（東京都特別
区及び指定都市は
2,000万円）

5,000万円 500万円（「規則」ロ）

５．会員（組合員）の出
資最低限度

5,000円（東京都特別区
及び指定都市は１万
円）

1口（金額は定款で定め
る）

制限なし

制限なし（実態上は1～
10万円程度を最低出資
額にしているところが多
い）

ア　住所又は居所を有
する者

ア　住所又は居所を有
する者

イ　事業所を有する者
イ　事業を行う小規模の
事業者

ウ　勤労に従事する者 ウ　勤労に従事する者

（事業者の場合の制限） （事業者の場合の制限）

従業員300人以下又は
資本金（出資金）9億円
以下（政令）の事業者

従業員300人以下又は
資本金（出資金）3億円
以下（政令）の事業者
（卸売業100人以下又は
1億円、小売業50人又
は5,000万円、サービス
業100人又は5,000万
円）

エ　地区内に事業所を
有するものの役員及び
その信用金庫の役員

エ　地区内に事業所を
有するものの役員及び
その組合の役員

定款で定める範囲（出
資総口数の100分の5を
限度）で可能

（信金法16条、施行令5
条）

８　出資配当
制限あり（信金法57条
等）

制限あり（中企法59条2
項等）

会社法等による 禁止（規則ニ（1））

①定款変更②解散又は
合併③会員の除名④事
業の全部譲渡（信金法
48条）

①定款変更②解散又は
合併③会員の除名④事
業の全部譲渡（中企法
53条）

⑤理事及び監事の事後
免責（信金法35条4項及
び39条）

⑤理事及び監事の事後
免責（中企法38条の2第
5号及び42条）

９　総代会の特別議決
事項

－ －

６．会員（組合員）資格
（地区内に…）

－ －

７　脱退者の持分所得

組合の持分所得の禁止 －

出資の払込みを受けた
額を超える払戻しを行
わないこと（「規則」イ
（1））

１．根拠法
信用金庫法（1951） 貸金業法（1983） （同左）
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10　監督官庁 金融庁 金融庁 金融庁又は都道府県 金融庁又は都道府県

11　資格者の配置 なし なし
営業所ごとに貸金業務
取扱主任者の配置が必
要

同左

ア　適合性原則

イ　書面交付義務・説明
義務

ウ　勧誘禁止、取立規
制等

13　金融検査マニュア
ルによる資産査定等

あり あり なし なし

同左

（実態上は、貸出先の
名称、貸出額等を開示
しているところがある）

15　業務 ア　組合員

（1）預金積金
イ 組合員と生計を一に
する配偶者、その他の
親族
ウ　国・地方公共団体及
び非営利法人

エ　組合員以外の者（イ
及びウを除く。預金積金
総額の20％まで）

（2）貸出
会員（従業員300人以下
又は資本金（出資金）9
億円以下）

会員（従業員300人以下
又は資本金（出資金）3
億円以下）

個々の定款等に基づ
く。

　ア　対象

①預積金担保貸付 ①預積金担保貸付

各事業年度における当
該収入額に占める特定
非営利活動に係る事業
に対する貸付け又は生
活に困窮する者を支援
するための貸付けによる
利息の収入額の割合が
百分の五十を超えてい
ること

（ア）　原則 ②卒業生金融 ②小口員外貸出

③小口員外貸出 ③地方公共団体貸付

（イ）　員外 ④地方公共団体貸付
④財形促進法11条によ
る雇用・能力開発機構
等向貸出

⑤財形促進法11条によ
る雇用・能力開発機構
等向貸出

⑤地方住宅供給公社等
貸出

⑥地方住宅供給公社等
貸出

⑥金融機関向貸出

⑦金融機関向貸出

（注）①～③及び⑥は総
貸出（⑦を除く）の20％
まで

（注）①～③及び⑤は総
貸出（⑥を除く）の20％
まで

自由 禁止 禁止

制限なし

14　情報開示
開示項目が法令で詳細
に定められている。（信
金法89条1項、銀行法
21条、信金法施行規則
132条等）

開示項目が法令で詳細
に定められている。（事
業に関する法律（協同
組合による金融事業に
関する法律）6条1項、銀
行法21条、事業に関す
る法律施行規則69条
等）

業務帳簿の備え付け、
閲覧に関する規制（貸
金業法19条、19条の2
等）はあるものの、銀行
や信用金庫・信用組合
のような詳細な情報開
示規制はない。

12　行為規制

出資法、金融商品取引
法等による規制

同左 同左
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①与信側単体 ①総量規制

受信側単体：単体自己
資本の額×25％

②返済能力調査義務

受信側合算：単体自己
資本の額×40％

③リボルビング契約に
おける制限（最低返済
額の自主規制ルール、
途上与信調査義務）

②与信側連結
④指定信用情報機関へ
の全件登録義務

受信側単体：連結自己
資本の額×25％

受信側合算：連結自己
資本の額×40％

　ウ　金利等 出資法・利息制限法に
よる制限

出資法・利息制限法に
よる制限

出資法・利息制限法・貸
金業法による制限

出資法・利息制限法・貸
金業法による制限の
他、上限金利は年
7.5%。（「規則」ホ（１））

ア　内国為替

イ　外国為替

ア　国民生活金融公庫

法で特に制限されたも
の（銀行代理業、有価
証券の売買等）を除き、
制限なし。

イ　内閣総理大臣の指
定するもの

別に、「金銭の貸借の媒
介」が可能。

ア　有価証券

イ　貴金属

ウ　その他の物品

・有価証券の貸付け（会
員のためにするもの、そ
の他の内閣府令で定め
るものに限る）

・有価証券の貸付け（組
合員のためにするもの、
その他の内閣府令で定
めるものに限る）

（信金法58条③（3）、施
行規則第8条②）

（中企法9条の8、事業
に関する省令1条）

（7）両替
（信金法53条③（10）） （中企法9条の8②（15））

法で特に制限されたも
の（為替業務に該当す
る場合等）を除き、制限
なし

同左

（8）余裕金の運用制限 自由 同左 同左 同左

（9）日本銀行との当座
取引

自己資本比率４％以上 － － －

（10）債務の保証又は手
形の引き受け

・債務の保証又は手形
の引受（信金法53条③
(1)、施行規則8条①）

組合員のためにするも
のその他の内閣府令で
定めるもの(中企法9条
の8②(6)、事業に関する
省令1条①)

制限なし 制限なし

（11）国債等の引き受
け、募集の取扱(窓販)

（信金法53条③(4)） （中企法9条の8②（9）） 禁止 禁止

（12）金銭債権の取得ま
たは譲渡

譲渡性預金証書その他
の内閣府令で定めるも
のを含む（信金法53条
③(5)、施行規則8条①）

譲渡性預金証書その他
の内閣府令で定める証
書をもって表示されるも
のを含む（中企法9条の
8②（10））

有価証券に該当しない
限り、制限なし

同左

（13）特定社債の引き受
け、募集の取扱

（信金法53条③(5の2)）
（中企法9条の8②（10の
2））

禁止 禁止

禁止禁止同左（3）為替取引

（6）有価証券の貸付

（不明） （不明）

（4）代理業務

同左 同左

（5）保護預かり

同左

法で特に制限されたも
の（有価証券の売買等
に関してその証券の預
託を受けること等）を除
き、制限なし。

同左

　イ　信用供与制限

同左 同左
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（14）有価証券の私募 （信金法53条③(6)） （中企法9条の8②（11）） 禁止 禁止

（15）国債等のディーリ
ング・投信の窓販

（信金法53条⑥） （中企法9条の8⑦） 禁止 禁止

（16）信託業務 （信金法53条⑦） （中企法9条の8⑧） 禁止 禁止

（17）債権の募集または
管理の受託等

地方債若しくは社債等
の募集・管理受託又は
担保付社債信託業務
（信金法53条⑧、施行
規則8条の2）

地方債若しくは社債等
の募集・管理受託又は
担保付社債信託業務
（中企法9条の8⑨、中
企法施行令1条の8、事
業に関する省令2条）

禁止 禁止

（18）金融先物取引等 （信金法53条③(11)） なし 禁止 禁止

（19）金融先物取引等の
受託等

（信金法53条③(12)） （中企法9条の8②（16）） 禁止 禁止

（20）金融等デリバティ
ブ取引

（信金法53条③(13)） （中企法9条の8②（17）） 禁止 禁止

（21）金融等デリバティ
ブ取引の媒介、取次ぎ
または代理

（信金法53条③(14)） （中企法9条の8②（18）） 禁止 禁止

（22）有価証券関連店頭
デリバティブ取引

（信金法53条③(15)） （中企法9条の8②（19）） 禁止 禁止

（23）有価証券店頭デリ
バティブ取引の媒介、
取次ぎまたは代理

（信金法53条③(16)） （中企法9条の8②（20）） 禁止 禁止

（24）有価証券の売買、
有価証券関連デリバ
ティブ取引、有価証券
指数等先物取引、有価
証券オプション取引又
は外国市場証券先物取
引

（信金法53条③(17)） （中企法9条の8②（7）） 禁止 禁止

（25）国、地方公共団
体、会社等の金銭の収
納その他金銭に関する
事務の取扱

（信金法53条③(2)） （中企法9条の8②（13））

法で特に制限されたも
の（為替業務に該当す
る場合等）を除き、制限
なし

同左

（26）その他（いわゆる他
業規制）

他業規制あり（法で規定
された業務および附随
業務以外は行うことがで
きない）

同左

他業規制なし（法で特
に禁止されていない限
り、法で規定された業務
以外も自由に営むこと
ができる）

同左

（注2）　信用金庫・信用組合については、『信用組合便覧』による。

（注１）　「規則」：貸金業の規制等に関する法律施行規則の一部を改正する内閣府令第2条による貸金業法施行規則第5条の3第2項第２
号
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【巻末資料２】 

 

社会的投資減税制度（社会的エンジェル減税制度）の導入 

 
ＮＰＯまちぽっと 非営利金融・アセット研究会 

公認会計士 加藤俊也 

 
近年、ＮＰＯ法人などによる非営利･公益/共益の市民事業が発展してきたが、規模的に

も内容的にも、十分なレベルに至っているものは数少ない現状である。その原因は、事業

経営の人材、ノウハウなどの蓄積の不足とともに、事業に必要な資金の不足にある。 

 一方、市民の間には、バブル崩壊以後の経緯の中で、自分たちの預貯金が、武器製造や

環境破壊を行なう巨大企業への融資や無駄な公共事業に使われてしまうことの不信感や、

行き過ぎたグローバリゼーションによる地域経済と生活基盤の崩壊に対する危機感が生ま

れ、その結果、使い道が目に見える形で、自分の望む事業や地域内の生活に関わる社会的

事業に個人の資金を提供したい、というニーズが発生してきている。 

こうした問題を解決する方策として、投資に対する税額控除により、非営利・公益/共

益の社会的事業への市民からの投資を促進する社会的投資減税制度（社会的エンジェル税

制）を提案する。 

事業の有効性、信頼性を評価した対象事業の選定と継続的な経営への助言についても民

間の経験とノウハウを活用し、また、対象事業体の資金の受入れ実務を軽減するため、こ

うした業務に実績を持つＮＰＯバンクに対する「対象事業融資を条件とした出資(プロジェ

クト･ファイナンス)」というスキームを採用する。こうした取組みの例として、昨年度の

環境省「コミュニティ・ファンド等を活用した環境保全活動促進事業」があり、四つのＮ

ＰＯバンクが、ＣＯ２削減や環境保全に役立つコミュニティビジネスへの経営への助言を

含めた融資を行った。例えば、高性能の木質ペレットストーブの製造･販売や、国内産の木

材を使用した健康で長期（300 年）耐用可能な住宅建設などの事業者への経営支援と融資

が実施されており、税額控除と組み合わせることにより、より多くの事業や融資を可能に

することができると考えられる。 

 
１． 金融庁は、利益配当の禁止、低利融資などの一定の条件を備えたＮＰＯバンクを、

申請により社会的投資減税制度(以下、制度という)の対象となる団体として登録

する。 

２． 制度の対象となる社会的事業を実施しようとする団体は、事業の目的に応じて環

境省や厚生労働省など（あるいは全て金融庁）に事業計画書などを添えて適用申

請を行なう。 

３． 環境省、金融庁などは、審査業務を登録ＮＰＯバンクに委託し、対象事業の認定

を行なう。例えば、全国で 20 事業。1 事業への融資額 5000 万円を限度とする。事

業の審査委託料は、１事業当たり 200 万円の予算措置とする。 

４． 登録ＮＰＯバンクは、認定事業への融資を目的としたＮＰＯバンクへの出資を募

集し、出資を行った個人に出資証明書を交付する。出資には金銭配当を行なわな

いこととし、原則として 10 年間、出資の払戻を禁止する。 

５． 出資を行った個人は、出資証明書を添付して確定申告を行い、所得税の税額控除
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を受けることができる。 

６． 税額控除は、出資後５年間、毎年、出資額の 10％(ただし、１年に 10 万円を限度)

とする。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【社会的事業者のメリット】 

中～大規模の社会的事業に対し無担保・低金利で、高額の融資が可能になる。社会的に

認知されたというブランドを得られる。社会的事業経営への助言が得られる。以上により、

社会的に有用な事業を地域に提供でき、環境の保全や、地域の活性化、雇用の創出などを

生み出すことができる。 

 

【登録ＮＰＯバンクのメリット】 

審査事業の受託資金により、十分な審査と対象事業への経営助言が可能となり、社会的

事業を育成するためのノウハウの蓄積や人材の確保が可能となる。ＮＰＯバンクの認知が

高まり、社会的機能が明確になる。以上により、制度外での出資や融資が拡大することが

期待できる。 

今回の提案では、現在のＮＰＯバンクの許容量から対象事業の数を限定しているが、こ

の制度の実施により、ＮＰＯバンクの認知度が向上し、新規設立によるＮＰＯバンクの増

加が対象事業の拡大を生む、という好循環が期待できる。 

 

【出資者のメリット】 

金銭的メリットだけでなく、プロジェクトを目に見える形で応援でき、ＣＯ２削減など

の社会的事業への関心が高まる。５年間で出資額の半分が戻るので、出資の返金額が半減

しても、元本は取り戻したことになり、事業の失敗による金銭的リスクが軽減できる。 

 

【行政のメリット】 

最小限のコストで社会的事業へ民間資本を誘導できる。審査認定、助言、監理などの業

務をＮＰＯバンクへ、貸し倒れリスクを出資者個人へ転化できる。 

所得税  
税 額 控

除  
 

社会的 

事業者 

出資者

（個人）

 
税務署

審査  
助言  

登録  
申請  

 

金融庁

申請  

融資  出資  

出資証明

 

登録

NPO 

バンク

確定申告  

社会的投資減税制度

環境省

など 

審 査 委

認定  
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※ 登録ＮＰＯバンクの要件としては、貸金業登録の財産要件の特例が参考となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸金業登録の財産要件の特例 (改正貸金業法施行規則第五条の三第２号)の概略 
 

① 営利を目的としない法人であること。 
 

② 特定非営利活動（特定非営利活動促進法第二条第一項に規定する特定非営利活動をいう。）に

係る事業に対する貸付け又は生活に困窮する者を支援するための貸付けを事 

③ 業の主たる目的とし、その旨を定款又は寄附行為において定めていること。 
 

④ 定款又は寄附行為において、次に掲げる事項を定めていること。 

イ 剰余金の分配及び出資の払込みを受けた額を超える払戻しを行わないこと。 

ロ 解散時の残余財産をハに規定する貸付けの事業を行うことを主たる目的とする者又は国若しくは

地方公共団体に帰属させること。 
 

⑤ 年七・五パーセント以下の融資利率とすること。 
 

⑥ 特定非営利活動（特定非営利活動促進法第二条第一項に規定する特定非営利活動をいう。）に

係る事業に対する貸付け又は生活に困窮する者を支援するための貸付けを 50％以上とすること。 
 

⑦ 各事業年度の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書など決算に関する書類、その

他を備え置き、債務者等その他利害関係人から閲覧の請求があつた場合には、これを閲覧させるこ

と。 

 

　　全国で２０事業の場合の財政出動（行政による全額融資）との比較

A　融資額：２０事業×融資額５０００万＝１０億円（出資額５０万円×2000人）

B　減税額：１０億円×10％＝１億円

C　審査委託のための予算措置：２０事業×２００万＝４０００万円

　単年度：A－B－C＝８億６０００万円

　５年間：A－B×５年－C＝４億６０００万円
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○おわりに 

 

本調査は短期間の集中審議でとりまとめたものであり、論点の抽出と課題から見た提案

に絞って実施した。そのため、非営利金融の全体像を概観したわけではない。当報告書の

結論をさらに生かしていくためには、引き続き調査・研究を行なうことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

○「コミュニティ・バンクに係る政策・制度設計調査」委員会メンバー（＊座長） 

 

＊藤井 良広 上智大学大学院地球環境学研究科教授 

奥田 裕之 ＮＰＯ法人ローカルアクション-シンクポッツ・まち未来 

（ＮＰＯまちぽっと）スタッフ 

加藤 俊也 公認会計士／ＮＰＯ会計税務専門家ネットワーク専務理事 

多賀 俊二 全国ＮＰＯバンク連絡会事務局 

前田 拓生 中央学院大学商学部講師／高崎経済大学経済学部等非常勤講師 

水谷 衣里 ＮＰＯ法人まちづくり情報センターかながわ（アリスセンター）理事 

／三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 
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○あとがき 

強大な権力により、時に人は戸惑い、政治や政府までも動かし、社会をも脅かすものと

なる。その権力の源となる要素のひとつとして“資金力”が存在する。当然、“お金”は、

現代の社会生活において必要不可欠なものでもある。昨今、その“お金”の使い道が問わ

れ、その先にはこれからの市民社会のあり方が問われているようである。 

今回の調査は、ＮＰＯバンクをはじめ非営利金融の活動が活発化しつつあり、しかしそ

の制度的課題は多く山積し、地域金融の担い手のひとつであった信用金庫や信用組合は地

域から離れたものとの印象が強く、そのあり方を今一度整理すること。また、ＮＰＯ法人

は増加し、地域コミュニティの活性化・再生化のための取組みも多く見られる。その接点

を見出し、コミュニティ・バンクをひとつのテーマとして、そのしくみについて検討して

いただいた。 

その方向性については、提案のひとつとして本調査報告書をご一読いただき、具体的な

制度設計については、今後の課題として多方面でさらなる検討が重ねられることを期待す

るものである。 

最後に、本調査委員会メンバーのみなさまには、短期間にも関わらずご参加いただき、

また本報告書をまとめていただいたことに感謝し、ここに御礼申し上げる次第である。 

 

（特非）市民がつくる政策調査会 

事務局長 小林 幸治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎2009 年 6 月 15 日 

○民主党委託調査事業報告書 

 

◎「コミュニティ・バンクに係る政策・制度設計調査」 報告書 

○民主党企業団体対策委員会（ＮＰＯ担当） 

〒100-0014 東京都千代田区永田町 1-11-1 

TEL○03-3595-9988（代表） 

 

◎事務局 

○特定非営利活動法人 市民がつくる政策調査会 

102-0083 東京都千代田区麹町 2-7-3-302 号 

TEL○03-5226-8843 FAX○03-5226-8845 E-mail○shimin@c-poli.org 

お 願 い 

 

本報告書の内容を引用される場合は、その内容、掲載部分等を下記あて

にご送付ください。 

 

「コミュニティ・バンクに係る政策・制度設計調査」係 

102-0083 東京都千代田区麹町 2-7-3-302 号 市民がつくる政策調査会 

TEL:03-5226-8843 FAX:03-5226-8845 
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